
 

 

 

 
     

 困難のりこえ、ともに生きる  
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◇ 6／25：一般質問（11分） 

◇ 7／ 3：子ども政策特別委員会質問 

◇ 7／ 4：第２回定例会閉会 

◇ 7／23：上川総合振興局要請 

◇ 7／26・27：自治体学校 

◇ 8／ 2：経済常任委員会 

◇ 8／ 3：子ども政策特別委員会 

 

 道は今年１月、一時的に賃上げ支援施策をとった

だけです。「今も厚労省のホームページの全国一覧

に反映されていない」と指摘した真下議員。「本気

で賃上げに取り組むべき」と知事に再質問で迫りま

した。知事は「物価上昇を上回る賃上げが実現でき

るようとりくむ」と再答弁しました。 

 6月25日の道議会一般質問。真下紀子議員は、塗炭

の苦しみにある道民生活・本道経済に対する有効な

対策を提案しない鈴木直道知事に消費税減税を提

案。知事は「消費税は、年金・医療・介護・子育て

支援施策を支え、消費税収入の4割が地方税の財源と

なっている貴重な財源だ」と答弁しました。  

 真下議員は、「消費税は逆進性が強く、社会保障

財源としてもっともふさわしくないだけでなく,消費

税収は法人税減税や富裕層の優遇税制に、日本経済

に大きなゆがみを生じさせた」と追求。「消費税減

税は単に物価対策にととどまらず、消費喚起も期待

される政策」だと減税効果を訴えました。 

 経済分析を専門とする中前国際経済研究所の中前

忠代表は、日経新聞のコラムで「消費税導入がもた

らしたゆがみの最大のものは、家計消費が伸びず、

企業の内部留保が増え続けきたことである。消費税

の反対側で法人税減税が行われたからだ」と指摘し

ていると紹介。「国内貯蓄の一部が消費税に向か

 真下議員は一般質問で、「最低賃金引き上げに行

動を」「道の支援策を」、鈴木知事に求めました。 

 昨年、徳島県知事は経済団体に最低賃金引き上げ

の実現に向け、「人材確保のためにも賃金上げが必

要」と訴え、県労働局等に賃上げを要請、経済団体

に必要性を訴えています。全国では７県が国の業務

改善助成金に上乗せ補助を行い、31都府県がそれ以

外の補助金や制度融資、セミナーなどにとりくんで

います。ところが、鈴木知事は賃上げ要請をするこ

ともありません。 

い、外国人株主を通じて海外に流出するのである」

と分析しているとのべ、消費税がもたらした歪みを

指摘する声が広がっていると強調しました。 

北海道労働局に最

低賃金引きを要請

する道議団 
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25
日
の
道
議
会
一
般
質
問
で
、
泊
原
発
が
停
止
し
た
２
０
１
２
年
度
以
降
、
安
全
対
策
工
事
費

と
原
子
力
発
電
費
の
合
計
が
１
兆
円
を
大
き
く
超
え
た
こ
と
が
、
共
産
党
の
真
下
紀
子
議
員
の
質

問
で
初
め
て
明
ら
か
に
な
り
ま
し
た
。 

停
止
中
の
泊
原
発
に
１
兆
円
超
の
費
用 

 

真
下
議
員
の
質
問
に
道
は
、
北
電
泊
３
号
機

が
停
止
し
た
２
０
１
２
年
度
～
２
４
年
度
ま
で

に
安
全
対
策
工
事
費
と
し
て
約
３
千
１
９
９
億

円
、
原
発
維
持
の
た
め
の
原
子
力
発
電
費
に
約

８
千
３
６
８
億
円
を
計
上
し
て
い
た
と
明
ら
か

に
し
ま
し
た
。
泊
原
発
は
再
稼
働
を
め
ざ
し
、

発
電
も
し
て
い
な
い
原
発
を
１
兆
円
を
超
え
る

費
用
を
か
け
て
維
持
し
て
い
ま
す
。
こ
の
費
用

は
、
電
気
料
金
に
付
加
さ
れ
て
い
ま
す
。 

 

真
下
議
員
は
、
「
こ
こ
ま
で
膨
大
と
は
思
わ

な
か
っ
た
」
と
驚
き
を
隠
せ
ま
せ
ん
で
し
た
。 

電
気
料
金
引
き
下
げ
で
き
る
の
？ 

北
電
は
泊
原
発
再
稼
働
後
に
電
気
料
金
を
引

き
下
げ
る
と
い
っ
て
い
ま
す
が
、
今
後
も
燃
料

輸
送
船
の
新
港
や
新
防
潮
堤
の
建
設
に
か
か
る

費
用
は
電
気
料
金
に
付
加
さ
れ
る
予
定
で
す
。

真
下
議
員
は
「
泊
３
号
機
再
稼
働
で
電
気
料
金

を
引
き
下
げ
ら
れ
る
の
か
は
な
は
だ
疑
問
」
と

厳
し
く
批
判
し
ま
し
た
。 

 

鈴
木
直
道
知
事
は
「
道
民
の
電
気
料
金
へ
の

関
心
は
高
く
、
値
下
げ
の
考
え
方
に
つ
い
て
北

電
の
考
え
方
を
し
っ
か
り
と
確
認
す
る
必
要
が

あ
る
」
と
答
え
ま
し
た
。 

原
発
交
付
金
・
給
付
金 

３
８
９
億
円 

原
発
マ
ネ
ー
と
い
わ
れ
る
電
源
三
法
に
基
づ

く
立
地
地
域
へ
の
交
付
金
は
、
泊
原
発
が
停
止

し
た
２
０
１
２
年
度
か
ら
24
年
度
ま
で
に
約

３
７
５
億
円
、
電
気
利
用
者
へ
の
給
付
金
は
約

14
億
円
、
合
計
３
８
９
億
円
が
支
給
さ
れ
て

い
ま
す
。 

 

北
電
か
ら
の
固
定
資
産
税
と

核
燃
料
税
の
税
収
は
12
年
度
か

ら
23
年
度
ま
で
に
道
と
泊
村
合

計
４
４
１
億
円
に
上
り
ま
す
。

財
政
運
営
上
泊
村
も
道
も
原
発

に
依
存
し
て
い
る
と
い
え
ま

す
。 

 

真
下
議
員
は
特
別
発
言
で

「
原
発
は
、
膨
大
な
費
用
な
し

に
存
在
し
得
な
い
エ
ネ
ル
ギ
ー

 

だ
」
と
批
判
。
「
経
済
性
の
な
い
原
発
は
終
息

に
向
か
う
転
換
期
に
あ
る
」
と
い
う
龍
谷
大
学

政
策
学
部
の
大
島
堅
一
教
授
の
発
言
を
紹
介
。

「
北
海
道
は
新
エ
ネ
・
再
エ
ネ
で
自
給
で
き
る

サ
ス
テ
イ
ナ
ブ
ル
な
地
域
を
め
ざ
し
ま
し
ょ

う
」
と
本
会
議
場
で
訴
え
ま
し
た
。 

特
別
発
言
終

了

後
、
他

会

派

の
議
員
か
ら
も

拍
手
が
わ
き
ま

し
た
。 

2012年度～2024年度 

交付金 

道      約114億円 

泊 村  約139億円  共和町 約39億円、 

岩内町 約57億円   神恵内村 約26億円 

約  375億円 

 給付金 泊・共和・神恵内の利用者 約  14億円 

安全対策工事費 約 3,199億円 

原子力発電費 約 8,368億円 

合 計 約 １兆1567億円 

2012年度～2023年度 泊村の固定資産税収入  約  271億円 

  合計 441億円 道の固定資産税・核燃料税収入 約  170億円 


